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要　旨
　わが国では毎年のように自然災害が起こっている．特に大規模広域あるいは同時多発
という災害発生状況においては，公的支援（公助）の限界もあり，自助や共助に頼る部
分が大きくなってきている．一方，共助のベースとなる地域住民のつながりは年々希薄
化し，隣近所を知らない，言葉を交わしたこともないという実態が報告されている．災
害時の近隣住民相互の助け合いが重要であることはもちろんのこと，平常時からそのこ
とを意識して地域力強化に取り組むことは喫緊の課題でもある．かつては運動会や祭り
のような伝統的行事が地域住民のつながりを構築していたとされるが，昨今ではこうし
た機会を“意図的なはたらきかけ”としてつくっていく必要がある．
　本研究では，東日本大震災以前より，岩手県立大学において実践してきた学生による
プロジェクトを地域住民のつながり創出のツールととらえ，これまでの実践の検証をす
る．またこの事例を“地域住民をつなぐ災害支援共助システム構築”の試みとし，各地
に広がりをみせているこのプロジェクトが持つ機能について考察する．
キーワード：災害支援共助システム，コミュニティ・ネットワーキング，学生参画
　Ⅰ．はじめに
　近年，自然災害が多発するわが国において，災害発生時の共助は住民相互の生命にも関わるも
のであり，そこには “地域の関係性” が不可欠である．つまりは災害時の被害を少しでも軽減さ
せるには，災害時だけでなく，平常時からの地域のあり方が問われているといえる．もちろん備
えとしての自助や，災害発生直後からの消防・警察・自衛隊等，行政による公的支援（公助）も
重要であるが，大規模広域，あるいは同時多発という状況を想定すると，生存率が急激に低下す
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るとされる「72時間の壁」に対し，近隣住民相互の助け合いが重要となるのである．
　一方，現在の地域には核家族や単身世帯が増え，生活様式も多様であり，地域や家族間のつな
がりは希薄化し，自治会等の機能も地域によって格差が生じている．さらに祭りや運動会等，地
域のつながりを構築する伝統的な行事の機会も減少し，地域住民が顔を合わせる機会はますます
失われ，“無縁社会”などと呼ばれる状態が社会問題化している．
　本研究ではこうした事態に対し，地域の関係構築をこれまでの伝統的なしくみや行事に頼るだ
けでなく，地域防災や減災のためにも意図的に地域に働きかける機会やツールが必要であると考
えた．またこうした“意図的なはたらきかけ”は，地域共生社会の実現に求められるコミュニ
ティソーシャルワークでもあり，そこに学生が関わりを持つことは，ソーシャルワーク教育とし
ての意味も大きい．本研究では地域の関係構築をねらいとした，学生によるプロジェクト
DoNabenet（以下，ドナベネット）の事例をあげつつ，その効果や可能性を検証する．
　本研究は，前半の岩手県立大学による実践とその展開部分を山本1が述べ，共同研究者の佐藤2
とともに，実践がもたらす効果について検証している．また東日本大震災を機会として交流した
学生によって，ドナベネットが全国に普及し始めたことから，他地域での実践の状況について情
報収集し，その試みについて佐藤がまとめている．
　本稿では“地域”を地理的・空間的広がりとして捉え，それに対し，地域性，共同性，つなが
り性を含むものとして“コミュニティ”という言葉を用いる．
　Ⅱ．背景
　１．災害とコミュニティ
　災害についての定義は複数存在する．たとえば災害対策基本法第２条第１号では，その種類を
あげ，次のように説明している．
　（災害とは）「暴風，竜巻，豪雨，豪雪，洪水，崖崩れ，土石流，高潮，地震，津波，噴火，地
滑りその他の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度におい
てこれらに類する政令で定める原因により生ずる被害をいう」
　また，DMAT3標準テキスト（改訂第 2版）では，災害によって生じたニーズとそれに対応す
る側の力の関係から，次のように説明している．
　（災害とは）「突然発生した異常な自然現象や人為的な原因により人間の社会的生活や生命と健
康に受ける被害とする．災害で生じた対応必要量（needs）の増加が通常の対応能力（resource）
を上回った状態である」
　特に後者は対応必要量（needs，ここでは Nとする）と対応能力（resource，ここでは Rと
する）との関係で表しており，平常時に成り立つ不等式「N≦R」が，変化した状態，つまり
「N＞R」となることを“災害”としている．誤解を恐れずに言うならば，「（被害）＝N－R」と
いう考え方もできるのである（図 1）．
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　たとえば病気やケガをすると手当や治療という対応が必要となり，その機能や能力を備えた病
院（そこには医師や看護師をはじめとする専門職等）が存在することで課題は解決に向かう．つ
まり平常時は地域において，両者のバランスが保たれていると考えられる．しかし，災害が起き
ると，傷病者の数は増加し，病院数は変わらない，あるいは災害時の被害状況によっては病院そ
のものが損壊し，機能を失い，対応能力も減少すると考えられる．事故や事件に対しては，消
防・警察・自衛隊等の公的支援となるが，災害時には，こうした対応能力を備えた施設や機関も
また，被災するのだということを忘れてはならない．災害時には確実に，しかも短時間あるいは
瞬時に，コミュニティが共同体としての力を奪われるのである．
　２．“対応能力”としてのコミュニティ
　災害によって生じるさまざまな被害や課題を解決するための力（対応能力）は，病院や警察等
といった施設や機関によるものだけではない．もちろんその専門性や知識，技術，装備という面
では劣るものの，これまでの地震災害において，倒壊家屋からの救出や避難時の支援等では，近
隣住民の共助が大きな成果をあげている．たとえば 1995（平成７）年１月 17日に発生した阪
神・淡路大震災では，倒壊した家屋などの下敷きになって自力で脱出できなかった人のうち，約
８割が近隣住民などによって救出されたとされている4．
　このような共同体としての地域住民の力を“Co”とするならば，前述の「（被害）＝ N－R」
に対し，“N－（R＋Co）”という式が成り立つ．つまり，共同体としての地域住民の力は被害を
小さな数値に変えることができる．共同体としての地域住民の力は，まさに“減災力”なのである．
　阪神・淡路大震災のような事例がある一方で，最近の調査では，そもそも近隣住民のことを知
らない．したがって，近くに頼れる人がいないという状況も生まれている．オウチーノ総研（株
式会社オウチーノ）による「“無縁社会”に関する実態調査（平成 27年）」5では，「あなたの家の
隣に住んでいる人のことを知っていますか？」という問いに対し，「顔は知っているが，話した
ことはない」（9.8％），「知らない」（27.8％）と，挨拶すら交わさない関係が約 4割もあった．
また，「自分に何かあったとき（トラブル，天災，病気など），近くに頼れる人はいますか？」と
??????needs?????N??????????resource?????R???????????????????
N? R ???? ???????N? R???? =?N?R
図 1　災害時のニーズとリソースの関係（山本克彦作成）
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いう問いに対し，「ほとんどいない」は 18.1％，「全くいない」は 44.2％．「ほとんどいない」も
しくは「全くいない」と回答した人を合わせると，６割以上が，災害時などに頼れる人を持って
いないことが明らかとなっている．
　この調査は首都圏在住，20歳以上の未婚男女を対象としているが，こうした実態は決して，
都会の若い世代だけではない．たとえば，2007（平成 19）年版国民生活白書によると，隣近所
のつきあいから生まれるつながりの状況について，「生活面で協力し合う人」が「0人」と回答
する割合が 65.7％，「1～4人」と回答する割合が 28.0％である．生活面で協力し合う人は近所に
全くいないか，数名程度である．また，町内会・自治会活動への参加頻度では，1968（昭和 43）
年の町内会・自治体の参加頻度は「だいたい参加する」が町村部では 70.2％，市部では 49.1％
であった．これに対し，2007（平成 19）年には「参加していない」が 51.5％，「年に数回程度」
が 35.8％となっており，参加頻度が 1968（昭和 43）年から 2007（平成 19）年までの間に大幅
に低下したことがわかる．こうしたデータは住民相互の交流が不活発で，地域における昔ながら
の中間組織（町内会・自治会等）の機能が弱まっていることを示している．
　以上のような状況にも関連し，地域住民個々の役割やつながりを再構築しようと，2016（平成
28）年度より厚生労働省は“地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に
関する検討会（地域力強化検討会）”を開催している．そこにおいても，住民に身近な圏域での
「我が事・丸ごと」の地域づくりがテーマとされ，「住民が主体的に地域課題を把握して解決を試
みる体制づくり」の実現を目指しているところである．本研究で取りあげた“地域住民のつなが
りの希薄化”はどの地域にも共通する課題であり，それを住民主体で解決することの“促し”に
は，コミュニティ・ネットワーキング，つまり地域の一人ひとりを機能的につなぐしくみが重要
なのである．
　地域に求められる減災力は“地域力”の１つである．近隣住民の顔の見える関係づくりに関わ
れる中間組織（町内会・自治会等）が機能しにくい状況の中，地域力強化に関われるあらたなマ
ンパワーとして，大学生の存在は大きなものである．筆者らは本研究において，意図的に地域に
働きかける機会やツールの創出として，東日本大震災以前から取り組んでいる学生プロジェクト
として，ドナベネットの事例を取りあげる．次章ではこのプロジェクトの経緯や実践プロセスの
詳細を述べてみる．
　Ⅲ．学生参画によるコミュニティ・ネットワーキング
　１．岩手県立大学による実践の経緯
　（1）学生ボランティアセンターの開設
　大学近隣地域において，学生がドナベネットを実施したのは 2008（平成 20）年であるが，そ
こに至るまでにはいくつかのプロセスがある．まず，2004（平成 16）年の中越地震における災
害ボランティアの体験，さらに 2007（平成 19）年の中越沖地震では現地の災害ボランティアセ
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ンター（以下，災害 VC）運営支援を長期間体験する機会を得た．この２つの災害における学生
の“関わり方”を参加型（2004）と参画型（2007）というキーワードで示し，比較できるように
したものが図２である．
　この参画型による災害 VC運営支援を経験した学生は，活動を終え，被災地から大学に戻った
後，大学内にボランティアセンターを開設することを検討しはじめた．それによって，2008（平
成 20）年４月に大学設置学生運営の「学生ボランティアセンター（以下，学生 VC）」が開設さ
れた．
　（2）学生主体，プロジェクト型というコンセプト
　学生 VCには教職員は常駐せず6，運営にあたる学生が時間割の空き時間を調整し，終日電話
や窓口対応をするという形態をとっている．また，地域からの依頼に対し，学内にボランティア
募集をすることだけでなく，学生自身がグループ単位で自由な企画をし，複数のプロジェクトを
立ち上げながら活動することが可能な運営形態とした．つまり前出の図１のように，地域のニー
ズと学生のマッチングを行い，学生を“参加型ボランティア”として地域に送り出す機能を担う
だけでなく，学生 VC内で“参画型ボランティア”をプロジェクトによって実現させるという新
たな大学内ボランティアセンターのあり方へのチャレンジでもあった．
　災害 VC運営支援をきっかけとした学生 VCは，自分たちの地域でも起こりうる災害時を想定
したもので，当時の代表的なプロジェクトは地域の見守りや学生と地域，また地域どうしの交流
をねらいとするものが多い．こうしたプロジェクトの中の１つであり，学生企画が生み出される
ために必要な情報（地域のニーズ）をアセスメントする機能を備えたものが，ここで取りあげる
ドナベネットである．
　（3）プロジェクトの意味づけと学生の学び
　ドナベネットを企画するきっかけは，地域と学生でお鍋を囲みながら飲食をともにし，交流す
?????????????????????????????? ??????????????? ????? ???????? ???????????????????????????????????????? ?? ???????? NPO
図 2　災害ボランティアにおける参加と参画の関係（山本克彦作成）
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図 3　ドナベネットの概念図（山本克彦作成）
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る場を持つというものであった．いわば，“お鍋サロン”である．当初は交流という極めてシン
プルなねらいの企画であったが，いざ行動をおこすとさまざまな“小さな壁”が出現する．交流
の場所は学内ではなく地域の中がいいと考える．すると“公民館”や“コミュニティセンター”
と呼ばれるような場所があることがわかる．そこを借りるには，その場所の管理者と連絡を取る
必要がある．すると，地域には自治会という組織があり，どうやらその会長が管理者であること
がわかる，という具合である．
　さらに，いざ連絡を取るとなれば，学生たちの企画について伝えねばならない．いったい，何
の目的で，どんな人たちを募り，どんな内容で行うのか等々，ここにはまさに段取り力が必要で
あり，伝えるにはプレゼンテーション力も必要となる．そうしたプロセスを当時，アドバイザー
として学生 VCに関わっていた筆者（山本）がまとめたものが図３である．Plan（計画）→ Do
（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の４段階の繰り返しを基本としながらも，さまざまな
キーワードで整理を試みたものである．
　また，最後に図の全体を見渡し，この企画は防災活動であるとし，インパクトを追求して「お
鍋をすることは防災活動である」というフレーズを挿入した．東北地方には多様な郷土鍋が存在
する．ドナベネットというネーミングも，“土鍋”という道具と“Do＋Nabe（お鍋をしよう）”
という意味を掛け，地域のみんながネットワーキングするという意味をこめて“net”という単
語が加わっている．
　２．プロジェクトの効果
　筆者（山本）は 2008（平成 20）年４月の学生 VC開設の前段階から，このプロジェクトに関
わる学生とともに，学生 VCの開設準備，開設当時の時期に関わってきた．さらにドナベネット
の試験的実施（同年６月）を経て，企画が出来あがるまでのプロセス，第１回ドナベネット（同
年 11月）の準備や当日運営にも関わってきた．ここでは筆者（山本）が学生や地域住民の状況
を直接観察し，聞き取りを行ってきた参与観察者の立場から，ドナベネットの効果について述べ
てみる．
①　学生と地域住民の交流だけでなく，地域住民どうしの交流の場となる．
　当初，学生と地域住民の交流をねらいとしたが，当日，住民への聞き取りの中で，「実は
地域住民どうしの交流は意外と少ない」，「こういうことがしたかった」，「今日の会は地域の
団体が一同に会していたということでも初めてのことであり有意義であった」という話が
あった．思いのほか，地域住民どうしの関係が希薄であることが明らかになった．第１回の
参加者は約 80名，学生側の工夫として，各テーブルは学生と地域住民の混合とし，各参加
者は名前と愛称を提示することとした．
②　交流の場にテーマを持ち込むことで，地域福祉活動の企画の場となる．
　学生の工夫として，飲食の合間に話題になったことをメモに残すこととした．さらに，会
場壁面に模造紙を貼り，そのメモを分類しながら貼るという「壁面ワークショップ」を行っ
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ている．これによって，年間の地域行事や学生ボランティアを必要とするかどうかなどが
“見える化”され，後の新プロジェクト誕生のきっかけとなった（例：スノーバスターズ7，
ガヤガヤ市8，ボランティアファンド9など）．
③　お鍋をすることそのものが企画のトレーニングとなる．
　前述のように，学生と地域住民が集まって“お鍋サロン”を開催するためにはさまざまな
“小さな壁（課題）”を乗り越える必要がある．この課題解決の連続がトレーニングであり，
図３にある“企画の 6W3H”のような整理をしながら取り組んでいる．
④　大人数での「食」をつくるということは，災害時の炊き出し等に役立つ．
　ドナベネットは 80名から 100名規模の「食」をまかなう．予算を考え，献立，買出し等，
食事開始時刻から逆算して調理のプロセスを描く．小規模避難所であれば，十分に炊き出し
を行う力になる．
⑤　集まることで，顔の見える関係が築け，防災・減災の活動につながる．
　大学の所在地にもっとも近い地域での実施であったため，学生と地域住民，また地域住民
どうしがお互いを知ることができる．防災・減災だけでなく，防犯の意味でも，そのことは
大きな意味を持つ．
⑥　地域住民の学生に対する理解が生まれ，お互い支えあい住みやすい地域となる．
　大学という地域資源が近くにありながら，これまでほとんど接点のない状況であった．こ
うした場づくりが，学生の理解あるいは大学そのものの理解につながり，相互の安心感につ
ながった．
⑦　食材や調理器材，公民館など，地域にある物的資源が見える．
　企画から実施までの間に，公民館（コミュニティセンター）の存在を知ることや，建物内
の間取り（調理室，和室，多目的ホール，トイレ等）を知ることができた．また調理室の備
品や，ホールのテーブル，椅子などの備品も把握することで，避難所として機能する際に役
立つ情報を得ることができた．
写真１　ゆるやかなコミュニケーションからキー
　　　ワードを抽出する壁面ワークショップ
写真 2　食事前のオリエンテーション風景
75
地域住民をつなぐ災害支援共助システム構築への試み（1）
　３．ドナベネットが持つ意味
　前述のように，ドナベネットは活動先の地域性を尊重し，協働の機会を創出し，つながりを生
み出している．このコミュニティ・ネットワーキングの試みは，特定の地域の学生と住民の間だ
からこそ可能であったのかというと，決してそうではない．全国には大学，短期大学が 1,118校
（文部科学省による平成 28年度学校基本調査結果）存在する．それぞれの地域で学生たちがコ
ミュニティ・ネットワーキングを試みることが可能なのである．
　ドナベネットによってコミュニティの力をつけたこの地域では，2011（平成 23）年，東日本
大震災の発生からすぐに，学生による地域への安否確認が行われた．ドナベネットでは，回を重
ねる中で，地域の“一人暮らしの高齢者”を対象としたことがあった．そこで得た情報をもと
に，学生は地域を自転車や徒歩で移動して個別に声をかけることができた．さらに災害発生から
数日と経たないうちに，地域住民の不安に配慮し，公民館でドナベネットを開催している．防
災・減災活動として展開してきたドナベネットは，東日本大震災という現実の災害において，
「平常時の活動が災害時に大きな効果を発揮すること」を実証した．
　こうした状況の中，ドナベネットをはじめとするさまざまな活動経験を有する学生 VCメン
バーは，岩手県沿岸部の被災地支援へと動き始める．「いわて GINGA-NETプロジェクト」で
ある．このプロジェクトは，2011（平成 23年）年の夏，全国から 1,086名（146大学）の学生
ボランティアを岩手県の被災地とつないでいる．ここで詳細を述べることはしないが，このプロ
ジェクトに参加した全国の学生に対し，ドナベネットの実践を伝える時間を持った．災害時の地
域や住民と関わる中で，全国から参加した学生ボランティアは，その実践の意味を理解し，コ
ミュニティ・ネットワーキングのツールとして，ドナベネットを自らの地域実践へと広げてい
る．次章では，その事例について述べてみたい．
　Ⅳ．コミュニティ・ネットワーキングツールとしてのドナベネット
　１．いわて GINGA-NETプロジェクトを通した発展
　前章では，ドナベネットによるコミュニティ・ネットワーキングの試みを紹介した．この岩手
県立大学の学生によるドナベネットの取り組みは今や全国に広がりを見せている．いわて
GINGA-NETプロジェクトの参加者がドナベネットの手法を活かした被災地支援の経験をもと
に，自らの地域において防災活動の視点で地域組織化10を実践する事例も多数生まれている．そ
こで，本節ではこの岩手県発のドナベネットが全国でどのように取り組まれているのかを紹介する．
　（1）「ドナベネット inあいち」の活動事例（愛知県）
　「ドナベネット inあいち」は，一緒に食事（Nabe）を囲む（Do）ことで地域のつながり（net）
をつくることを活動のコンセプトに愛知県長久手市で活動している学生団体である．「ドナベ
ネット in あいち」のスタートは，いわて GINGA-NETプロジェクトに参加した愛知県立大学
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の学生が，岩手県内の仮設住宅で被災者と談話するサロンを運営したことに始まる．一緒に被災
地活動をした岩手県立大学の学生から，地域住民と鍋を囲む取り組み「ドナベネット」を平常時
（災害前）から続けていることを聞いた．この取り組みでは，災害時には顔見知りの住民を学生
が訪問して，安否を確認する成果が出ていたことを知り，平常時からの“つながり”づくりこ
そ，防災活動なのだと気づいたのである．
　この経験を，今後起こりうる大規模自然災害，南海トラフ地震が予想される愛知県でも始めよ
うと，愛知県立大学，愛知淑徳大学，愛知学院大学，名古屋外国語大学などの学生 14人で 2013
（平成 25）年 5月から準備を始めた．このドナベネットの活動では，岩手県立大学の学生からア
ドバイスを受けたほか，地域のイベントに積極的に参加して人脈づくりに励んだ．それから翌
年，準備期間を経て長久手市五合池の西小学校区共生ステーション（以下，共生ステーション）
でドナベネットを開催した．このドナベネットでは学生 14人と，家族連れや高齢者など幅広い
年齢層の地域住民が参加した．
　その後も，共生ステーションを活動拠点に，定期的なドナベネットの開催，土鍋のつどい，こ
ども食堂，防災訓練などを通じ地域との交流を深めている．「ドナベネット in あいち」のメン
バーは，このドナベネットの活動を通し，①企画力が身につき，②コミュニケーション力が高ま
り，③人とのつながりの大切さ，に気づくことができた11と自らの成長を振り返る．今後も「ド
ナベネット in あいち」では，幅広い世代の地域の方が気軽に集まれる場所づくりを目指し，人
との繋がりを大切に活動していくとしている．
　（2）「ドナベネット＠新宿」の活動事例（東京都）
　復興庁報告（2016年 8月 30日）によれば，東日本大震災における全国の避難者数は未だ
144,370人に上る．そのうち東京都への広域避難者数は 6,599 人であり，岩手県，宮城県，福島
県の東北 3県を除き，最も広域避難者の多い都道府県となっている．
　東日本大震災発災当時の広域避難者は全国で 42,509人，東京都では 9,148人（2012年 2月 15
日：復興庁報告）であり，東京都新宿区内にはおよそ 300人の方が避難されていた．そこで新宿
区では，新宿区社会福祉協議会と立教大学東日本大震災復興支援プロジェクト学生支援局，早稲
田大学，学習院女子大学等の学生たちを中心に広域避難者支援を始めた．具体的には新宿区百人
町にあるアパートの集会室を賃貸し，避難してきた方だけではなく，地域住民を含め子どもたち
の学習や遊び支援，交流支援を行うサロン活動の場，「さんさん広場」を開設した．
　この「さんさん広場」の企画の一つとして 2012（平成 24）年 2月に「ドナベネット＠新宿」
が開催された．この「ドナベネット＠新宿」の取り組みも，いわて GINGA-NETプロジェクト
に参加した立教大学の学生が，岩手県内の仮設住宅でのドナベネットを実践したことがきっかけ
であった．このさんさん広場に関わる学生はこの活動を通し，関東圏域の広域避難者支援，大学
での防災活動の発信，災害発生時に備えた全国学生ボランティアのネットワーク強化などに取り
組むことを目的に定期的に「ドナベネット＠新宿」が開催されていた．
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　２．日本福祉大学における展開実践
　（1）「ドナベネットにっぷく」の結成（愛知県）
　日本福祉大学（以下，本学）は愛知県知多半島南部に位置し，伊勢湾と三河湾にはさまれた知
多郡美浜町にキャンパスを有する．今後予測されている南海トラフ地震では，キャンパス周辺の
被害想定も甚大である．今後起こりうる大規模自然災害への防災・減災活動を展開する上で，ド
ナベネットの手法が，日ごろからの地域住民との関係構築に効果的であり，何より“防災・減
災”につながると学生自身が気づいた．2015（平成 27）年の夏頃から学生同士で仲間を集め「ド
ナベネットにっぷく」を結成した．
　この，本学の学生有志で設立された「ドナベネットにっぷく」は，「ドナベネット inあいち」
の設立経緯と同様，いわて GINGA-NETプロジェクトに本学学生が参加した際，岩手県内の仮
設住宅で被災者と談話するサロンを運営したことに始まる．地域住民と鍋を囲む日ごろからのつ
ながりが，2011（平成 23）年 3月東日本大震災発生直後，大学周辺の地域住民の安否確認に動
き，きめ細かな被災者サポートができたと，一緒に被災地活動をした岩手県立大学の学生から聞
いたことにある．
　「ドナベネットにっぷく」は学生組織が出来て間もない手探りの状態ではあるが，メンバーや
関係者と意見交換しながら，まずはキャンパスのある美浜町を中心に活動を展開していく予定で
ある．さらに，地域の特長やニーズを調査した上で，学生たちができることを考え，地道に活動
していくことも計画している．将来的には本学キャンパスのある愛知県半田市や東海市でも学生
の参加を促す活動を展望している．
　ここでは，「ドナベネットにっぷく」が本学美浜キャンパスで実施した「土鍋サロン～ドナベ
ネット～」での活動内容と参加者のアンケート結果から，「ドナベネット」の手法が防災・減災
を意識した実践へつながる可能性を概観してみる．
　（2）土鍋サロン～ドナベネット～の実施
　「ドナベネットにっぷく」の活動スタートは，2016（平成 28）年 2月に実施した本学の全学教
育センター FD12事業「土鍋サロン～ドナベネット～」（表 1）に始まる．この FDの目的は教員，
職員，学生，地域の方々が，これから協働してまちづくりを進める関係を構築していくため，一
緒に鍋を囲むことで「鍋」を交流ツールとし，鍋を囲む「場」で生まれるつながりを，相互に理
解し協力し合えるネットワークへと発展させるための“きっかけづくり”を目的とし，美浜キャ
ンパスを会場に実施した．参加者は本学教職員，「ドナベネットにっぷく」メンバー，地域行政
関係者，地域住民，先に愛知県でドナベネットを実践している「ドナベネット inあいち」のメ
ンバー等を対象に 57名の参加があった．
　当日は岩手県で実践されてきたドナベネットの主旨説明および活用事例，「ドナベネット inあ
いち」による地域活動の報告，地元の食材を用いた４種類の鍋のほか，南知多町・美浜町・武豊
町から名産品が持ち寄られ，学生による“日本福祉大学＆知多半島クイズ”が行われるなど，鍋
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を囲みながら交流を深め，ドナベネットが持つ魅力と手法を実践した．
　（3）土鍋サロン～ドナベネット～の参加者アンケートから
　「土鍋サロン～ドナベネット～」に参加した 57名のうち，学生と主催者を除いた 27名のアン
ケート結果を下記に示した．「土鍋サロン～ドナベネット～」は全体的に満足のいくものであっ
たか，の回答については，ほぼ参加者全員の満足度が高い結果となった（表 2）．
　また，FD並びにドナベネットの開催目的を，防災・減災を意識した実践への取り組みに向け，
まずは地域関係者との「関係構築」と「ネットワーク構築」においたが，アンケート結果でも，
回答者全員の理解を得ることができ，十分に目的を達成されたことがわかる（表 3）．
　「自分に有益な情報や知識を得ることができた」の回答についても全体的に高い評価であった．
防災・減災の視点でドナベネットの手法や取り組みを，参加者自らの知識として吸収し，情報を
得ていただけたことがわかる（表 4）．
　今回の土鍋サロン～ドナベネット～は前述の通り，本学のＦＤを兼ねていることもあり，教員
が授業内容・方法を改善し向上できたかの指標も回収した．その結果，教員や地域行政関係者に
おいても，今後の自身の取り組み（指導や支援）をする上で，ほぼ全員役立ちそうであると回答
を得た（表 5）．
　また，「ドナベネットにっぷく」の学生からは，「ふだん出会わない人と話をすることができて
うれしかった」，「他大学の学生と話をし，活動についても意見交換できたので有意義だった」，
「一人暮らしをしてから，あんなに大人数でわいわい食事をすることがなかったから，心もお腹
も満たされた」，「何より新しい人との出会いが嬉しかった」等，日頃の講義や学生生活では経験
できない学びを得ていた．
16：30　開　場・受　付
17：00　開　会　主催者あいさつ
　　　　　ドナベネットの主旨説明・活用事例
　　　　　日本福祉大学福祉経営学部　山本 克彦 氏
　　　　　ドナベネット in あいち 代表
17：45　会食スタート
　　　　　群馬県風水炊き鍋（昆布だし）
　　　　　ヘルシー緑の野菜鍋（鶏ガラ味）
　　　　　冬のあったか彩どり鍋（昆布だし）
　　　　　石狩鍋　知多半島バージョン（八丁味噌味）
18：15　ドナベネットチームの紹介
　　　　　ドナベネットにっぷくの紹介
　　　　　ドナベネット in あいちの紹介
18：30　ドナベネットにっぷくチームによる企画
　　　　　日福クイズ
20：00　閉　会　あいさつ
表 1　土鍋サロン～ドナベネット～の実施スケジュール
写真 3　ドナベネットにっぷくでの交流風景
79
地域住民をつなぐ災害支援共助システム構築への試み（1）
表 4　自分に有益な情報や知識を得ることができた
回答肢 回答数 割合（％）
１．そう思う 19 70.4％
２．どちらかというとそう思う 6 22.2％
３．どちらかというとそう思わない 0 0.0％
４．そう思わない 1 3.7％
５．分からない（該当外） 0 0.0％
６．無回答 1 3.7％
27 100％
表 5　今後自身の取り組み（指導・支援など）をするうえで役に立ちそうか
回答肢 回答数 割合（％）
１．そう思う 19 70.4％
２．どちらかというとそう思う 7 25.9％
３．どちらかというとそう思わない 0 0.0％
４．そう思わない 0 0.0％
５．分からない（該当外） 0 0.0％
６．無回答 1 3.7％
27 100％
表 2　全体的に満足のいくものであったか
回答肢 回答数 割合（％）
１．そう思う 18 66.7％
２．どちらかというとそう思う 8 29.6％
３．どちらかというとそう思わない 0 0.0％
４．そう思わない 0 0.0％
５．分からない（該当外） 0 0.0％
６．無回答 1 3.7％
27 100％
表 3　目的は分かりやすかったか
回答肢 回答数 割合（％）
１．そう思う 17 63.0％
２．どちらかというとそう思う 8 29.6％
３．どちらかというとそう思わない 1 3.7％
４．そう思わない 0 0.0％
５．分からない（該当外） 0 0.0％
６．無回答 1 3.7％
27 100％
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　Ⅴ．考察　～防災・減災活動としての機能～
　ここまでに述べた実践事例のように，ドナベネットは回を重ね，試行錯誤されながら，さまざ
まな地域の学生によって展開されるようになっている．ここでは実践によって明らかとなったド
ナベネットの効果を，防災・減災活動の機能として考察する．
　（1）“交流の場”としての機能
　大学開催の公開講座やイベント以外，日常は交流する機会が限られている中，ドナベネットは
交流の場として，地域住民との関係構築に一定の効果がある．実施上の限界としては，１回の開
催において，参加者数が限られることや，参加する層が平常時から交流に積極的な住民やリー
ダー層（自治会長，老人クラブ，商工会等，なんらかの地域組織に所属する者）に偏ることなど
である．これに対し，学生は毎回の参加者枠に条件付けをする等の工夫を試みている．たとえ
ば，大学周辺で学生が関わりを持つ人たち（コンビニエンスストアや飲食店のオーナー，開業医
の医師等）を招待する．あるいは学生アパートの“大家さん”限定とし，学生も新入生を対象と
する．さらには，一人暮らしの高齢者の方をお誘いし，会場への送迎を学生が担う等することも
あった．
　学生生活を支える地域資源として“ひと”との関わりは，学生にとって大きな安心となった．
また一人暮らしの高齢者との交流は，前述のように東日本大震災発生時にいち早く学生が安否確
認に地域を巡回した際に，活きる結果となった．
　（2）“企画の場”，“企画のトレーニング”としての機能
　岩手県立大学の事例では，ドナベネットが地域住民の声を聞き取る機会となり，後にさまざま
なプロジェクトにつながっている．第１回の壁面ワークショップでは，「除雪ボランティア（ス
ノーバスターズ）」，「イベント等，町おこしへの学生参加」，「学区小学生の見守り（スクール
ガード）」，「防犯等，地域と（学生 VCの）連携」等，47の意見が集約された．これらは，学生
VCの「いわてチャリパト隊13」，「川前14パトロール隊」，「スクールガード」などのプロジェクト
実現につながっている．
　この「いわてチャリパト隊」（図４）は，いわて高等教育コンソーシアム「学生の地域参加プ
ロジェクト」への申請によって獲得した助成金で自転車やビブスを購入し，授業の空き時間など
に地域をパトロールするというものである．2010（平成 22）年のプロジェクトであることから，
ドナベネットが交流の場としてだけでなく，住民のニーズを知る機会となり，そこに存在する地
域住民のオモイを学生がカタチにしていく，まさに企画の場であることがわかる．
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　（3）“炊き出しトレーニング”としての機能
　食事をする場の設定も含め，平常時には扱うことのない人数の食事を準備するということは，
災害時の炊き出しの要素を含んでいる．さらには，回を重ねるごとに，学生と筆者（山本）で
テーマ設定の工夫を行うなどしている．たとえば，災害時の炊き出し課題として，食物アレル
ギーの方への対応，高齢者等に配慮した調理方法，宗教上の理由等で素材に制限がある場合への
対応等である．また定例の地域での開催以外に，冬期の災害 VC運営トレーニングでは，期間中
に除雪作業の後，一人暮らしの高齢者宅で炊き出しを実施するなどした．こうした他地域での滞
在拠点（公民館）使用には，あらたに企画，交渉，地域資源の開発が必要であり，学生のトレー
ニングの機会となる．
　（4）“顔の見える関係構築”，“支えあいの地域づくり”の機能
　食事をしながら交流する場は，お互いを知ることはもちろん，ゆるやかに関係構築がなされて
いく．また岩手県立大学の事例では，地域住民の中に「学生の生活を支えよう」という意識や具
体的な動きが生まれている．地域住民のドナベネットへの参加を契機に，学長，理事長，学生
VCの学生との“地域課題に関する懇談会”が開催され，「学生の安全・安心」をキーワードに，
「滝沢駅前安全安心の会15」が発足した．そこでは重点事業として，日常の移動手段を持たず，
食材や生活用品の調達に困っている学生対象の買い物支援など，さまざまな学生支援，あるいは
協働企画が提案されるようになった．たとえば一人暮らし学生のためにカット野菜を準備した
「学内産直」，地区内の警察官立寄り所（ポリスボックス）建設への学生参画などである．
　さらにこの「滝沢駅前安全安心の会」は，東日本大震災後の学生ボランティアに対し，学生が
図 4　企画の場から誕生したプロジェクト事例（山本克彦作成）
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被害の大きな沿岸部へ移動する際の送迎を実施し，沿岸部から内陸への避難者対象に開催したド
ナベネットへの協力といった，学生支援も行っている．
　Ⅵ．おわりに
　このように，学生参画によるコミュニティ・ネットワーキングとして，本稿で取りあげたドナ
ベネットは，各地で実践されながら多くの効果をあげ，さまざまな機能を持っていることがわ
かってきた．過去の歴史からみても，日本は地震活動期に突入したといわれている．また台風等
による豪雨災害は気候変動とも関連しながら，全国どこでも起こりうる状況となっている．
　さらに近年のように，大規模，広域で同時多発という状況が起これば，本来想定される“救助
する側”の不足と“救助される側”の急増というアンバランスが生まれ，多くの命が失われてい
くことは明らかである．このアンバランス，つまりは「公助の限界」を少しでも補正するもの，
それが地域コミュニティを活かした自助・共助による「ソフトパワー」なのである．
　言うまでもなく，一人ひとりが自然災害について理解し，まずは自分の身を守る「自助」とし
ての備えを意識することは重要である．防災・減災をテーマとした取り組みは各地で実施される
ようになったが，それが全国標準としての知識や技術の伝達講習のようなものでは，効果がな
い．住民個々の意識を共助につなぐため，そのベースとなるのは言うまでもなく，近隣住民の顔
の見える関係づくりである．地域の防災・減災に取り組む事例をみると，必ずと言っていいほ
ど，「ふだんからのつきあい，支え合い（共助）が大切」という言葉をよく耳にする．ところが
私たちの生活様式は多様化し，地域の中間組織（町内会・自治会等）が機能しにくいという現状
がある．今の時代こそ，住民一人ひとりが，積極的に地域コミュニティへ参加することが求めら
れている．しかしその機会をつくることそのものが困難な課題と考えられがちである．
　このような現状において，ドナベネットの手法（活動）は，身近な「食」という場を通じて，
地域住民が地域コミュニティへ参加する機会をつくりだしている．さらには，災害をテーマにす
るだけでなく，日常の地域の諸問題について考え，住民同士や学生（大学）との協働のしくみづ
くりへと発展する可能性も含んでいる．ドナベネットはまさに，地域住民の参画と協働を創出す
るツールだといえる．
　ここではドナベネットの実践から，その効果を検証し，プロジェクトが持つ機能について考察
してきた．今後の研究では，防災・減災というテーマを中心に，地域課題について“地域住民の
参画と協働を創出するツール”の開発について進めていきたい．そして，さらには“地域住民を
つなぐ災害支援共助システム構築”を試みていきたいと考えている．
注
１　共同研究者の山本克彦は 2003（平成 15）年より 11年間，岩手県立大学において，学生による地域貢
献活動を実践．共同研究者の佐藤大介とは，東日本大震災における学生ボランティアの組織化と運営
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（いわて GINGA-NETプロジェクト）において協働している．
２　共同研究者の佐藤大介は東日本大震災以降，いわて GINGA-NETプロジェクトの運営をサポートし，
2015（平成 27）年より，日本福祉大学に赴任．「DoNabeNetにっぷく」の組織化と運営の助言を継続し
ている．
３ DMATとは「災害急性期に活動できる機動性を持った　トレーニングを受けた医療チーム」と定義さ
れており，災害派遣医療チーム　Disaster Medical Assistance Team　の頭文字をとって略して
DMAT（ディーマット）と呼ばれている．（平成 13年度厚生科学特別研究「日本における災害時派遣医
療チーム（DMAT）の標準化に関する研究」報告書より）
４　阪神淡路大震災では近隣住民による救出が 77％
　　（出所：国民生活白書 http://www5.cao.go.jp/seikatsu/whitepaper/h19/01_honpen/html/07sh020204.html）
2016.09.23閲覧
５　調査概要
　　有効回答　首都圏（東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県）在住の 20歳以上の未婚男女 861名（学生
は除く）
　　 調査方法　インターネットによるアンケート調査
 　　調査期間　2015年 7月 9日（木）～ 7月 12日（日）
　　「あなたの家の隣に住んでいる人のことを知っていますか？」という問いに対し，「頻繁に会う・話を
する」という人は 4.8％，「時々会う・話をする」という人は 10.0％，「会うと挨拶をする程度」という
人は 47.6％，「顔は知っているが，話したことはない」という人は 9.8％，「知らない」という人は
27.8％だった．また「自分に何かあったとき（トラブル，天災，病気など），近くに頼れる人はいます
か？」と聞いた．結果，「たくさんいる」と回答した人は 3.9％，「何人かいる」は 33.8％，「ほとんどい
ない」は 18.1％，「全くいない」は 44.2％だった．「ほとんどいない」もしくは「全くいない」と回答し
た人を合わせると，62.3％が，何かあったときに近くに頼れる人がいないことが分かった．
６　教職員の中で，唯一，学生 VCのサポートをする役割を学長による委嘱で「アドバイザー」と位置づ
けた．筆者（山本）がその役割を担っていた．
７　平成 2年，岩手県沢内村（現，西和賀町）の青年会活動として一人暮らしの高齢者宅の雪かきがはじ
まった．平成 5年には社会福祉協議会が実施していた「地域福祉座談会」において，高齢者にとって雪
かきが重労働であるという話題がでたことが具体的なきっかけとなり，青年会活動をより組織的に行う
ことをねらいとし，「スノーバスターズ」が結成されている．ここでの「スノーバスターズ」は，大学
近隣地域において，降雪時に雪かきをしながら，地域の見守りを行う活動である．
８　ドナベネット開催地域における町民イベント
９　ドナベネットの参加費用（食材等の実費）のお釣りを募金とし，学生 VCの日常のボランティア活動
に活用する資金
10　岡村重夫によれば地域組織化とは，社会福祉サービスを必要とする個人とその家族が地域社会で生活
していくために，住民の福祉への参加や協力，意識と態度の変容を図り，福祉コミュニティづくりを進
めるものであり，社会福祉サービスを必要とする個人とその家族を中心に，地域住民の参加によって組
織されることを言う．
11　中日新聞朝刊なごや東版（2014年 5月 21日）　
12　Faculty Developmentの略称．教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取り組みの
総称．その意味するところは極めて広範にわたるが，具体的な例としては，教員相互の授業参観の実施，
授業方法についての研究会の開催，新任教員のための研修会の開催などを挙げることができる．
13　この活動は平成 22年度「いわて高等教育コンソーシアム学生の地域参加プロジェクト」に採択され
たもので，地域の安全・安心のために大学生が授業の空き時間に自転車で近隣を走り回るというシンプ
ルな活動．ねらいは防犯や防災，地域を見守り，見守られるという“学生と地域との関係づくり”であ
る．パトロール中に気になったことは，「風のノート」に記録し，必要に応じて自治会や民生委員，滝
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沢駅前安全安心の会と情報共有した．
14　大学にもっとも近く，通学最寄り駅を含む地域．川前地区でのドナベネットの開催がさまざまなプロ
ジェクトにつながった．
15　こうした経緯は，公式ホームページに掲載されている．
　　（HPアドレス http://takizawaekimae.com/，2016年 9月 15日現在）
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